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1　は　じ　め　に

フリーストール方式は近年注目を集めている乳牛の飼養

管理技術であり，放し飼い・群管理・ミルキングパーラー

搾乳という3つの特徴を持つ。その利点は，牛群の省力管

理搾乳作業効率の向上にあり，大規模酪農経営の成立に最

適な技術である。

現在岩手県内におけるフリーストール方式導入農家は20

戸程度であるが，中規模酪農家の多くがフリーストール方

式導入による経営規模拡大を希望している。しかし，その

導入に際して大きな投資負担が必要となるため，設備投資

を回収し得る適正投資基準の策定が望まれている。

本報告では，県内の酪農経営におけるフリーストール方

式導入による経営規模の拡大状況と設備投資の効果調査・

分析した。

本報告をまとめるに当たって，岩手大学農学部農林経済

学研究室の川村保講師，万木孝雄助手には多大なる御指導，

御助言を頂いたことを深く感謝する。

2　餉　査　方　法

調査農家はフリーストール方式を導入後5年以上を経過

した3戸とし，フリーストール方式導入から現在までの経

営状況の変化を調査した。

投資効果の分析には下記の投資経済性基準方程式1）を用

い，現在価値法により計算した。現在価値法とは，投資後

から年次毎に資本が産み出す収益である資本純収益につい

て，投資時点に遡って割引いた価値の合計をもって投資効

果を評価する分析手法である。ここでの投資は追加投資の

形であるため，資本純収益は投資前後の増分とした。また，

投資効果は各種投資財の総合効果であるため，耐用年数の

加重平均（総合耐用年数）を投資額の回収期間とし，その

期間における割引率として資金利率の加重平均（平均利子

率）を用いた3）。
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蓑1調査農家の概要

義家年次㌘芸　　積雲

鰹産牛
当り年間
産乳量
（k）

1％4　　22　TMR■

蚊

1985　　34　フリーストール方式導入

60寧件合

成牛12頭導入

1986　　51　成牛10頭導入

1988　　60　ジャージ一種28頭導入

1990　　60

6．600

1984　　25　T朋R開始

1985　　27　フリーストール方式導入

60顔牛舎

1988　　95　ジ十一ジー穫28頭導入

牛舎増集（40滴分）

粗飼料生産中止

日脚機導入
1990　100

1985　　33

1986　　70　フリーストール方式導入

90頭牛舎

成牛40頭導入

TMR開始

1990　」蛤 6．630

8）ToLaI Mix別dR■tion：完全混合覿札　コンプリー

ト・フィード。飼料をすべて混合して給与する技術。

3　試験結果及び考察

表1に調査農家の概況を示した。フリーストール方式導

入によって，飼養頭数はMで2軌Kで3倍掛こ増大して

おり，経産牛当りの年間産乳量も大きく伸びていた。一方

Ⅰでは，一挙に3倍の規模拡大を囲ったものの，その後飼

養頭数が減少しており，産乳成績も伸びていなかった。

MとKの経営拡大の当初計画規模は経産牛60頑であるが，

この規模はタイストール方式の機械的・労働的限界とされ

る規模である2）。Kではフリーストール方式による省力効
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架を頓極的に飼養規模の拡大へと結びつけており．労力分

散となる飼料作を中lLして経営形態を購入飼料依存型酪農

へ移行させていた。

調査農家の経営データを表2に示し，割引現在価値すな

わち投資限界を計貸した結果を表3に示した。M．Kでは

投資後に収益が大きく伸びたため，投資限界額に大きな余

裕ができ，投資効果が順調に現われていることが示された。

一万，1では収益が伸びず過剰投資の状態にあった。

表2　経営成績

農家　　　　　　　1984　1985　1989　　1990

M

総　収　入15．750　　　　　46．146　46．406

施動物財費　目，941　　　　31，418　35，973

労働評価額　3，510　　　　　　2，730　2，730

資本純収益　　299　　　　11，998　7，703

総　収　入16，043　　　　　76．563　80．866

侃動物財費12，339　　　　　鶉．866　48．兆3

労働評価額　3，640　　　　　　3．120　3，120
資本純収益　　　餌　　　　　1 6．577　29，683

結・収　入　　　　　礼026　29，諏7　28．亜0

流動物財費　　　　16，455　21，664　23．327

労勤評価額　　　　　3．432　2．847　2．糾7

資本純収益　　　　　4．139　4．796　2，286

Ⅰで収益性が向上せず，投資限界額が小さくなった原因

としては，産乳成績が向上していないことが挙げられる。

飼料給与技術は産乳成掛こ直接影響するものであるが，産

乳成績の伸びたM，Kでは，フリーストール方式導入に先

立って飼料給与にTMRを取り入れていた。TMRは群管

理に最適な飼料給与技術として確立されたものであり，フ

リーストール方式とTMRは1セットの技術であると言え

る。Ⅰで投資後も産乳成績が伸びなかったのは，TMR技

術や群管理に慣れていないために技術の有効活用ができな

かったためと考えられる。フリーストール方式導入におい

ては，TMRを事前に導入して群管理に関する技術を経常

内に定着させておくことが重要なポイントになるものと考

えられる。

また，Ⅰでは経営規模を一挙に3倍にしてフリーストー

ル方式へ移行しようとした点にも問題があったとも思われ

る。フリーストール方式の本領は100頑規模で発揮される

と言われるが．技術の習熟状況を考えた段階的な規模拡大

を図る方が安全であると思われた。加えて，規模拡大に伴

ない設備投資に借入金を充当する場合，自己資本比率や固

定比率の高い不安定な経営となる危険性がある。また，大

幅な増頑が牛群の斉一任を欠くことになり，フリーストー

ル方式の利点が発拝されない恐れがある。

表3　投資限界

農
家
名

投資額　資本純収益（叫　平＿申　総合　投　資
利子率　耐用　限　界
（％）　年数　（千円）（用）投資前　投資後l）

M　34－750　299　　9．851　5・9　8　66．483

K　51・210　　64　23．130　6，5　6121，120

Ⅰ54・800　4，139　　3．541　5・5　6　10，111

l）こ1989・1990年の資本純収益の平均。

4　ま　と　め

フリーストール方式の魅力は，省力管矧こよって大規模

経営を可能とする点にある。しかし，急激な経営規模の拡

大は，技術的にも経営的にも大きなリスクがあり，経営を

圧迫する恐れがある。新たな技術体系の実現のためには設

備一式が揃っていることが理想であり，その整備のために

多額の投資を行うことが多いが，単に技術先行の投資では

なく，自己の経営がその投下資本を回収し得るかどうかを

判断した上で投資規模を設定する必要があり，投機のずれ

や多少の不自由が生じても．経営内への技術の定着状況を

確認しながら経営規模の拡大を図ることが，投資の危険性

を回避し得るものと考えられる。

本報告では設備投資の投資効果について現在価値法を用

いた評価を試みたが，投資問題には多くの不確定要素が絡

み．いまだ決定的な手法は確立されていないのが現状であ

る。今後更に他の手法を応用して投資効果の判定を試み．

フリーストール方式導入の適正投資基準の策定を行ってい

く必要がある。
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